
（別記８） 

農業の魅力発信支援事業 

第１ 事業の趣旨 

これまで農業に関心を持ってこなかった若者等と魅力的な経営を行う農業者との直

接的・間接的な接点を設け、職業としての農業の魅力を伝え、若者の就農意欲を喚起

する取組を支援する。 

第２  事業実施主体 

農林水産省経営局長（以下「経営局長」という。）が別に定めた公募要領により公

募した者の中から選定されたコンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）と

する。コンソーシアムは、以下の全ての要件を満たすものとする。 

１ 若者や農業経営者との接点を持ち、自らの主体的な取組として情報発信を行う意向

を持つ民間企業、広報に関する専門的な知見とネットワークを有する民間企業等によ

りコンソーシアムが構成されていること。 

２ コンソーシアムの構成員の中から法人格を有する代表機関が選定されていること。

３ 代表機関が補助金交付等に係る全ての手続を行うこと。 

４ 意思決定の方法、事務・会計の処理方法及びその責任者、財産管理の方法、内部監

査の方法等を明確にしたコンソーシアムの運営等に係る規約（以下「コンソーシアム

規約」という）が定められていること。 

５ コンソーシアム規約において、一の手続につき複数の者が関与するなど事務手続に

係る不正を未然に防止する仕組みが設けられており、かつ、その執行体制が整備され

ていること。 

６ 年度ごとの事業計画、収支予算等を構成員が参加する総会等により承認することと

していること。 

第３ 事業の内容 

コンソーシアムは１から３までの事業をすべて行うものとする。

１ ロールモデルとなる農業者に関する情報の収集及び集約

農業に対して関心を持っていなかった若者の就農への興味を喚起するため、魅力的

な農業者に関する情報を収集し、地域・作目・取組内容（６次産業化、有機栽培、ス

マート農業等）ごとに類型化して集約し、リストを作成・更新する。

２ ロールモデルとなる農業者を起用したイベント等の企画・開催、ＷＥＢ、ＳＮＳ等

による情報発信 

コンソーシアム構成員は、若者等の就農意欲喚起に繋げるため、１で作成したリス

トからロールモデルとなる農業者を起用したイベント（農業体験、高校・大学等での

講義、新しい農業ビジネスの提案等に関するセミナー・フォーラム等）等の企画・開

催、ＷＥＢコンテンツ作成等を行うとともに、イベント等の実施内容についてWEBや

SNS等を活用した情報発信を行う。

３ メディア等を活用した情報発信 

ロールモデルとなる農業者がＴＶ等のマスメディアに取り上げられ、職業としての
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農業の魅力を広範に発信することができるよう、２で開催するイベント等に対するマ

スメディアへの情報提供等のプロモート活動を行う。

第４ 補助対象経費 

補助対象経費は、第３の取組を実施するのに必要な別表の経費とする。 

第５ 事業実施計画等 

１ 事業実施計画書の作成及び変更 

コンソーシアムは、農業の魅力発信支援事業実施計画書（別紙様式１。以下第５に

おいて「事業計画書」という。）を作成し、担い手育成・確保等対策事業費補助金等

交付要綱（平成12年４月１日付け12構改Ｂ350号農林水産事務次官依命通知。以下

「補助金等交付要綱」という。）第４の１の規定による交付申請時に添付するものと

する。 

また、コンソーシアムは、事業内容の新設、廃止、事業費の30％を越える増、国庫

補助の増など補助金等交付要綱別表に定める重要な変更を行う場合は、変更した事業

計画書を変更交付申請時に添付するものとする。 

２ 事業の着手 

実施要綱本文第４の２により行う。 

３ 実績報告 

コンソーシアムは、補助事業が完了した日から１か月以内又は事業実施年度の翌年

度の４月末日までのいずれか早い期日までに農業の魅力発信支援事業実績報告書（別

紙様式第１号。以下第７において「実績報告書」という。）を作成し、経営局長に報

告する。 

第６ 事業の委託 

第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的であると認められる場合、コンソ

ーシアムは本事業の業務の一部を委託できるものとする。なお、委託する場合は、あ

らかじめ経営局長に届け出なければならない。 

第７ 事業成果の検証 

コンソーシアムは、イベントの参加者へのアンケート調査等により、効果の検証を

行い、その結果は、第５の３の実績報告書に記載する。 

第８ 個人情報の取扱い 

コンソーシアムは、本事業により収集及び集約した農業者の情報については、別紙

様式２により適切に取り扱うよう留意するものとする。 

第９ 会計経理 

本事業を実施する場合にあっては、コンソーシアムは、会計経理について、次に掲

げる事項に留意して適正に処理するものとする。 

１ 本事業に係る事業費の経理については、独立の帳簿を設定する等の方法により、他

の経理と区分して行うものとする。 
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２ 金銭の出納は、金銭出納簿等を用いて行うものとし、必要に応じて、金融機関の預

金口座等を設けて行うものとする。 

３ 領収書等金銭の出納に関する書類については、日付順に整理し、処理のてん末を明

らかにしておくものとし、事業完了日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管

すること。 

４ 人件費（賃金等）の算定に当たっては、「補助事業等の実施に要する人件費の算定

等の適正化について」（平成22年９月27日付け22経第960号農林水産省大臣官房経理

課長通知）により行うものとする。 

第10 報告及び検査 

国は、本事業が適切に実施されたかどうかを確認するため、コンソーシアムに対し

必要な事項の報告を求め、及び現地への立入調査を行うことができるものとする。 

その際、コンソーシアムは、調査に協力するものとする。 

第11 成果物等の帰属 

本事業により作成した成果物（動画、ポスター等）やデータ等の知的財産権は、コ

ンソーシアムに帰属するものとする。ただし、コンソーシアムは、農林水産省又は農

林水産省が指定する者に対しては、無償使用を許可するものとする。

なお、事業実施期間中及び事業実施期間終了後５年間において、本事業により得ら

れた知的財産権の全部又は一部の譲渡を行おうとする場合は、事前に経営局長に報告

するものとする。 

第12 収益状況の報告及び納付 

コンソーシアムは、当該事業により収益が生じた場合、収益の状況を経営局長に報

告することとし、相当の収益を得たと認められるときには、交付を受けた補助金の額

を限度として、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を国に納付するものと

する。 
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（別記８ 別表） 

補助対象経費 

区分 内容 

備品費 事業を実施するために必要となる取得単価が５万円以上50万円

未満の機器、装置、物品等の購入及びこれらの据付に必要な経費。 

消耗品費 事業を実施するために必要となる原材料、取得価格が５万円未

満の消耗品、消耗器材、薬品類、各種事務用品等の調達に必要な

経費。 

旅費 事業を実施するために必要となる事業実施主体、共同機関、事

業実施主体又は共同機関から依頼を受けた者が行う資料収集、各

種調査、打合せ、成果発表等の実施に必要な経費。 

謝金 事業を実施するために必要となる専門的知識の提供、資料整理、

補助、資料収集等の協力者に対する謝礼に要する経費。 

謝金の単価については、業務の内容に応じた常識の範囲を超え

ない妥当な根拠に基づき単価を設定すること。 

なお、設定された単価が妥当であるかを精査するため、謝金の

単価の設定根拠となる資料を申請の際に添付すること。 

また、事業実施主体又は共同機関に属する者及び臨時雇用者等

事業に参画する者に対しては、謝金を支払うことはできない。 

技能者給 事業を実施するために必要となる専門的知識、技能を要する業

務に対し支払う実働に応じた対価。 

技能者給は、時間単価に、本事業に従事した時間数を乗じて算

出する。 

技能者給の時間単価の算定については、本事業に直接従事する

者に係る基本給、諸手当（超過勤務手当は除く。）、ボーナス及び

法定福利費を合わせた年間総支給額を、就業規則等により算出し

た年間総就労時間で除した額（算定に当たっては、退職給付金引

当金に要する経費は除く。）とし、設定された単価が妥当である

かを精査するため、単価の設定根拠となる資料を申請の際に添付

すること。 

なお、事業実施主体又は共同機関は、「作業日誌」等を作成し、

当該事業に直接従事した者の従業時間と作業内容を証明しなけれ

ばならない。 
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賃金 事業を実施するために必要となる資料整理、事務補助、各種調

査、資料収集等の業務のために臨時雇用した者に対して支払う実

働に応じた対価。 

雇用に伴う社会保険料等の事業主負担分などについては、「賃

金」としてではなく、「その他」の区分により申請すること。 

賃金については本事業の実施により新たに発生する業務につい

て支払いの対象とし、事業実施に直接関係のない既存の業務に対

する支払いはできない。 

なお、設定された単価が妥当であるかを精査するため、賃金支

給規則等を申請の際に添付すること。 

役務費 事業を実施するために必要であり、それだけでは本事業の成果

とは成り得ない器具機械等の各種保守・改良、翻訳、鑑定、設計、

分析、試験、加工、システム開発・改良等を専ら行うために必要

な経費。 

委託費 事業の交付目的たる事業の一部分（例えば、事業の成果の一部

を構成する調査の実施、取りまとめ等）を他の団体に委託するた

めに必要な経費。 

専門員等設置費 事業を実施するために必要となる企画、運営、各種調査、分析、

相談、システム開発等専門技術・知識を要する業務を行うための

専門員、コンサルタント、システムエンジニア等を新たに雇用し

た場合の経費。 

専門員等設置費の単価については、当該団体内の支給規則等に

よるなど、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠

に基づき設定すること。 

なお、設定された単価が妥当であるかを精査するため、上記の

支給規則等を申請の際に添付すること。 

専門員等設置費は、本事業の実施により新たに発生する業務に

ついて支払いの対象とし、事業実施に直接関係のない既存の業務

に対する支払いはできない。 

その他 事業を実施するために必要となる広告費、文献等購入費、複写

費、交通費（勤務地域内を移動する場合の電車代等「旅費」で支

出されない経費）、自動車等借上料、会場借料、原稿料、収入印紙

代、傷害・賠償保険加入費等の雑費など、他の費目に該当しない

経費。 

（注）１ 補助事業等に直接従事する者の人件費の算定方法及び人件費の算定根拠となる

従事日数等に係る証拠書類の整備等については、上記助成対象経費の欄に掲げる

内容のほか、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」（平

成22年９月27日付け22経第960号農林水産省大臣官房経理課長通知）に示す方法

に従うものとする。 

２ 賃金、専門員等設置費、技能者給及び謝金については、原則として、額の確定

時に、申請の際に設定した単価の変更はできない。 
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（別記８ 別紙様式１） 

令和４年度農業の魅力発信支援事業計画（実績報告）書 

番      号 
令和 年 月 日 

農林水産省経営局長 殿 

所 在 地
コンソーシアム名
代表機関・代表者名

 新規就農者確保緊急対策実施要綱（令和３年12月20日付け３経営第1996号農林水産事務
次官依命通知）別記８の第５の１（実績報告書の場合は第５の３）の規定に基づき、下記
のとおり農業の魅力発信支援事業計画（実績報告）書を提出する。 

代表機関及び

代表者 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

所 属 部 署 

職 名 

所 属 先 住 所 等 

〒 ・ 住 所 

T E L 

F A X 

メ ー ル ア ド レ ス 

〒 

事務局 

連絡先 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

所 属 部 署 

職 名 

所 属 先 住 所 等 

〒 ・ 住 所 

T E L 

F A X 

メ ー ル ア ド レ ス 

〒 

会計担当者 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

所 属 部 署 

職 名 

所 属 先 住 所 等 

〒 ・ 住 所 

T E L 

F A X 

メ ー ル ア ド レ ス 

〒 

   (注) コンソーシアム規約を添付してください。 

１ 事業実施方針 

（注） 若者の就農意欲を喚起するためのアイディアを含め、以下の「２ 事業計画」に記載する 
取組をどのような方針で実施するのか総合的に記載してください。 
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２ 事業計画 

（１）コンソーシアムの運営
① コンソーシアムの内容
【コンソーシアムの運営方針】 

【コンソーシアムで検討する内容等】 

（注）１ 若者の就農意欲を喚起するため、地区プロジェクトと一体的かつ円滑に推進するための事
業実施に向け、【運営方針】として、検討委員会の構成方針、実施体制や地域プロジェクト
との連絡調整方法などの方針を記載してください。また、【検討委員会において検討すべき
内容等】として、検討委員会での検討項目、課題、対応方策、一貫性を有する形での情報発
信方策等について、記載してください。 

２ 事業の一部を委託した場合は、実績報告の際に委託契約書の写しを添付してください。 

② コンソーシアムの構成

構成企業名 担当者名・役職 位置付け・役割等 

（例）●●コミュニケ
ーション 

〇〇〇〇 
CEO 

【参画企業】就職情報を提供するウェブサイトの
運営を通じて構築された約〇千人の学生会員を
もって、イベント等の企画実施や情報発信に協力 

（注）１ 構成案は応募時点での計画でかまいません。各構成員の対応可能性等について補足が 
あれば、「位置付け・役割等」の欄に記載してください。 

２ 各行のうち記載が難しい欄がある場合は、「未定」と記載してください。 
３ 構成員数に応じて、行は増減していただいてかまいません。 

③ コンソーシアムの運営スケジュール

時期 検討内容・実施内容 

月頃 

月頃 

月頃 
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（注） 内容に応じて、行は増減していただいてかまいません。 

（２）ロールモデルとなる農業者に関する情報の収集と集約

（注） 事例収集、類型化、情報集約する方針やスケジュール、方法等について具体的に記載してく 
ださい。 

（３）ロールモデル農業者を起用するイベント等の実施・ＷＥＢ、ＳＮＳ等による情報発
信

① イベント等の実施
ア イベントの運営方針

（注） 若者の就農意欲を喚起するために効果的なイベント等の内容、実施体制等、本取組を実施す
るに当たっての方針を記載してください。 

イ イベント等の実施スケジュール
（イベント）

実施主体となる 
参画企業 内容（企画・実施回数見込・参画企業間の連携等） 

合計実施回数等 

（注） 各取組の詳細については別紙（様式自由）を設けて記載することも可能です。 

（その他） 

実施主体となる 
参画企業 内容（企画・実施回数見込・参画企業間の連携等） 
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合計実施回数等 

（注） 各取組の詳細については別紙（様式自由）を設けて記載することも可能です。 

② ＷＥＢ、ＳＮＳ等での情報発信

（注） １．コンソーシアム参画企業のリソース活用を含めた実施内容について記載してください。 
２．取組の詳細については別紙（様式自由）を設けて記載することも可能です。 

（４）メディア等を活用した能動的な情報発信

（内容・方法） 

（注） １．マスメディア露出を確保するためのプロモート活動について、内容・方法について 
記載してください。 

２．取組の詳細については別紙（様式自由）を設けて記載することも可能です。 

３ 事業成果の検証 

（成果目標） 

（検証方法） 

（注） 成果目標及び検証方法の詳細については別紙（様式自由）を設けて記載することも可能です。 
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（様式１別添） 
事業収支予算書 

（農業の魅力発信支援事業用） 

経費の配分 
（単位：円） 

事業内容 

事業に要す

る経費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分 
備 考 

（積算基礎等） 国庫補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

合 計 

（注）１ 補助事業を実施するために必要な経費（消費税を含む。）のみを計上してください。 

２ 「積算基礎」欄には、積算内訳を記載し、考え方を記載又は添付してください。 
３ 必要に応じて単価等の設定根拠となる資料を添付してください。 
４ 第三者に事業の一部を委託する場合は、その旨が分かるように記載してください。 
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（別記８ 別紙様式２） 

農業の魅力発信支援事業に係る個人情報の取扱いについて 

第１ 本事業における個人情報 

本事業において作成し、データベース等に登録される個人情報の取扱いについては、

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び関係法令の規定のほか、事

業実施主体、都道府県及び市町村等が定める個人情報保護条例等の規定に基づき適切

に対応する必要がある。 

また、第２に掲げる用途において、個人情報の記載や確認が必要となることから、

個人情報の利用目的を明らかにし、本人の同意を得ることにより、本事業を実施する

ものとする。 

第２ 本人に同意を得る内容 

個人情報の取扱いにおいて本人に同意を得る必要がある内容としては、次の事項が

考えられる。 

１ コンソーシアム（事業実施主体）内でロールモデルとなる農業者の情報を共有する

ことにより、若者等の就農意欲喚起に繋げるイベント等でのロールモデルとなる農業

者の起用に利用すること。 

２ ロールモデルとなる農業者がＴＶ等のマスメディアに取り上げられるためのプロモ

ーション活動に利用すること。 

３ １及び２の実施に伴い、必要最小限度内において関係機関へ提供し、又は確認する

場合があること。 

第３ 同意を得る例 

個人情報の取扱いに関して、同意を得る方法として次の方法が考えられる。 

１ ロールモデルとなる農業者のリスト化する際は、あらかじめ「個人情報の取扱い（別

紙様式例）」を配付し、個人情報の利用目的を説明の上、同書類に署名をしてもらっ

て回収する。 

２ 「個人情報の取扱い」において追加すべき事業等、関係機関がある場合は記載する

こと。 
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（様式２別添様式例） 

個人情報の取扱い 

 

 

農業の魅力発信支援事業に係る個人情報の取扱いについて 

事業実施主体は、農業の魅力発信支援事業の実施に際して得た個人情報について、「個

人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」及び関係法令に基づき、適正に管理

し、本事業の実施のために利用します。 

また、コンソーシアム（事業実施主体）は、本事業によるロールモデルとなる農業者を

起用したイベント等の開催、ＷＥＢ、ＳＮＳ等による情報発信、メディア等を活用した能

動的な情報発信及びそのプロモーション活動、国等への報告等で個人情報を利用するとと

もに、本事業の実施のために、次の関係機関に必要最小限度内において関係機関（注）へ

提供します。 

なお、提供された情報に基づき、関係機関が確認等のため、署名した方に連絡を行う場

合があります。 

関係機関 

（注） 

国、○○コンソーシアム（事業実施主体）（コンソーシアムの構成員：

○○、○○、○○・・・）（※ その他追加する機関があれば明確にす

ること）

※ 本事業以外の事業等に農業の魅力発信支援事業の実施に際して得た個人情報を利用する場合は、

その旨を追記し、上記関係機関の例に倣って、当該事業等の名称を明確にすること 

個人情報の取扱いの確認 

「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します 

令和 年 月 日 

氏名 

以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は

「個人情報の取扱いの確認」欄に署名をしてください。 
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